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那覇市告示第５号　　


１９７０年１月１７日　　

















　第１１８回那覇市議会（臨時会）を次のとおり招集する。






那覇市長職務代理者　　　　　




那覇市第一助役　稲嶺成珍　　












１．日時　　１９７０年１月２１日（水）午前１０時




２．場所　　那覇市議会議場




３．付託事件








　　（１）土地買収契約について






　　（２）物品購入契約について






　　（３）物品購入契約について






　　（４）物品購入契約について






　　（５）議決内容の一部変更について


































　第１１８回那覇市議会臨時会会期日程　










１９７０年１月２１日　１日間
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			日程
			備考
	

	
			1
			21
			水
			本会議
			　
議案上程．説明聴取．質疑．
討論．表決
　
			

	

	
	






























第118回那覇市議会会議録







臨時会







上程案件






















議案第１号　　








土地買収契約について




　　次のとおり土地買収契約を締結する。




　　　　　　１９７０年１月２１日提出




那覇市長職務代理者　　　　　

那覇市第一助役　稲嶺成珍　　

















１　契約の目的　　　公営住宅建設用地の買収


２　土地の所在　　　那覇市首里大名町３丁目２０番地


　　地目．地積　　　畑3,510.75平方メートル（ 1,062坪 ）


３　契約の方法　　　随意契約


４　契約金額　　　　$ 35,046ドル


５　契約の相手方　　那覇市字古波蔵３２９番地


　　　　　　　　　　　　　　呉屋定吉


　　　　　　　　　　那覇市字与儀１２５番地の１２


　　　　　　　　　　　　　　当間盛善


















（提案理由）


　この土地は、公営住宅用地として買収する必要があるので、この案を提出する。










（参考資料）






土地売買仮契約書
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　那覇市が施行する大名公営住宅建設工事のために必要な土地について那覇市（以下「甲」という。）と那覇市字古波蔵３２９番地呉屋定吉外１名（以下「乙」という。）との間に次のとおり土地売買に関する契約を締結する。


第１条　乙は、その所有に係る末尾記載の土地（以下「この土地」という。）を上記契約代金で甲に売り渡し、甲はこれを買い受けるものとする。


第２条　上記契約代金は、この土地に対する所有権移転登記が完了した後、乙の提出する請求書　に基き遅滞なく支払うものとする。


第３条　乙は、この契約締結後、ただちにこの土地の所有権移転登記等の手続きに必要な書類を甲に交付するものとする。


第４条　乙は、この土地を１９７０年１月３０日までに甲に引渡すものとする。


第５条　乙は、この土地に先取特権、質権、抵当権等の担保物権が設定されているときは、これらの権利を引渡しの日の前日までに消滅させるものとする。


第６条　乙は、この契約締結後、この土地を第三者に譲渡し、またはこの土地について所有権以外の権利を設定し、物件を設置し、および甲の同意なくしてその形質を変更してはならない。


第７条　乙は、この契約の内容または契約の履行に関し、第三者から異議の申し立て、または権利の主張等があつたときは、引渡しの日の前日までに責任をもつて解決し、甲には何等の義務負担をかけないものとする。


第８条　この契約による登記に必要な費用およびこの土地の引渡しの日の前日までの公租公課は、乙の負担とする。


第９条　この契約に疑義を生じたとき、またはこの契約に定めのない事項については、甲乙協議して定めるものとする。


第10条　この仮契約書は、甲がこの契約について市議会の議決を得たときは、その議決の日をもつて本契約書に切り変わるものとする。この場合、甲は議決のあつた旨を遅滞なく乙に通知するものとする。






　この契約を証するため、本書２通作成し、双方が記名押印して、各自その１通を所持する。




　　　　　１９６９年１２月２７日






　　　　　　　　　　　甲　那覇市


　　　　　　　　　　　　　代表者　市長　平良良松






　　　　　　　　　　　乙　那覇市字古波蔵３２９番地


　　　　　　　　　　　　　呉屋定吉


　　　　　　　　　　　　　那覇市字与儀１２５番地の１２


　　　　　　　　　　　　　当間盛善














土地の表示
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～















	首里大名公営住宅建設用地
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議案第２号　　






物品購入契約について






　　次のとおり物品の購入契約を締結する。






　　　　　１９７０年１月２１日提出






那覇市長職務代理者　　　　　


那覇市第一助役　稲嶺成珍　　










１．品名、規格および数量
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２．契約の目的　　　那覇市新港岸壁工事に使用する物品購入


３．契約の方法　　　随意契約


４．契約金額　　　　$ 86,900ドル


５．納入期限　　　　議決の日から１９７０年３月２０日まで


６．契約の相手方　　那覇市字壺川１６４番地


　　　　　　　　　　金秀鋼材株式会社


　　　　　　　　　　代表者　呉屋秀信










（提案理由）


　那覇新港岸壁工事に使用する資材を購入したいので、この案を提出する。












（参考資料）


物品購入仮契約書






　物品の購入について、那覇市長平良良松（以下「甲」という。）と金秀鋼材株式会社代表者　呉屋秀信（以下「乙」という。）との間に次のとおり契約を締結する。


第１条　この契約の要項は、次のとおりとする。


　１　品名．規格　　　末尾のとおり


　　　および数量


　２　契約金額　　　　$ 86.900 ドル


　３　納入期限　　　　議決の日から１９７０年３月２０日まで


　４　納入場所　　　　港湾建設事務所


　５　契約保証金　　　免除


第２条　乙は末尾に明示してある物品を納入期限内に納入しなければならない。


２　特に指定した物品については、見本、仕様書または図面等によるものとする。


３　乙は物品を納入しようとするときは、物品納入書を甲に提出しなければならない。


第３条　納入物品は、甲の行なう検査に合格したものでなければならない。


　検査に要する費用および検査のために変質し、変形、消耗しまたは破損したものはすべて乙の負担とする。


第４条　甲は前条の物品納入書を受理した日から起算して３日以内に契約物品の検査を行なうものとする。


２　乙は、甲の指定する日時および場所において検査に立ち会うものとする乙が立ち会わないときは、検査の結果につき異議を申し立てることができないものとする。


３　前項による検査の結果、甲から不合格または不足品の通知を受けたときは、乙は遅滞なく当該物品を引き取り、不合格品についてはその代品を納入し、不足分については納入して再度甲の検査を求めなければならない。


第５条　乙が納入する物品は、八幡製鉄株式会社、富士製鉄株式会社の製品またはそれと同等以上の製品でなければならない。


第６条　納入物品の代金は、検査に合格し引き渡しを終えた後、乙の請求により那覇市会計課において支払うものとする。


２　既納分に対する所有権は甲に移転するが、その物品について乙の責に帰すべき重要なかしが発見された場合は、乙は甲の請求によりその物品を無償で修理し、または代替品を納入するものとする。


３　前項に規定する保証期間は工事完了後１か年とする。


第７条　乙は、正当な理由により期限内に物品を納入することができないときは、甲に対して遅滞なくその理由を付して、納入期限の延長を求めることができる。ただし、その延長日数は甲乙協議して定める。


第８条　乙の責めに帰すべき理由により、契約で定めた期限内に物品を納入することができない場合において期限後に納入する見込みがあると認めたときは、甲は遅延違約金を徴収して納入期限を延長することができる。


２　前項の遅延違約金は、遅延日数１日につき契約金額（既に引き渡した物品がある場合には、当該物品に対する相当額を控除した金額）の１０００分の３とする。


３　前項の遅延違約金は、物品代金支払いの際、甲に納付するものとする。


第９条　甲は、乙が次の各号の一に該当するときは契約を解除することができる。この場合において乙は物品代金額の１００分の３を違約金として、甲の指定する期日までに納付するものとする。


　(1)　乙が正当な理由なく、この契約の全部または一部を納期内に履行しないとき、または履行する見込みがないと甲が認めたとき。


　(2)　第４条第３項による検査の結果、再度不合格となつたとき。


　(3)　契約の締結または義務の履行について不正の行為があつたとき。


　(4)　前各号のほか乙が契約事項に違反し、その違反によつて契約の目的を達することができないとき。


第１０条　乙は、この契約から生じる権利義務を第三者に譲渡し、または担保に供することができないものとする。


第１１条　この契約の履行については、この契約書に定める事項のほか工事その他の請負契約条例（１９５３年那覇市条例第４６号）その他関係法規を適用するものとする。


第１２条　この契約に関して甲と乙との間に意見の相違が生じたときまたはこの契約に定めてない事項については、甲乙協議のうえ定めるものとする。


第１３条　この仮契約書は、甲がこの契約について市議会の議決を得たときは、その議決の日をもつて本契約書に切り変わるものとする。


　この場合、甲は議決のあつた旨を遅滞なく乙に通知するものとする。


















　この契約を証するため、本書２通作成し、双方が記名押印して各自がその１通を所持する。






　　　　　　１９７０年１月１６日










甲　　那覇市長　平良良松　　　　










乙　　那覇市字壺川１６４番地　　


金秀鋼材株式会社　　　　　


代表者　　呉屋秀信　　　　
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議案第３号　　






物品購入契約について






　　次のとおり物品の購入契約を締結する。






　　　　　　１９７０年１月２１日提出






那覇市長職務代理者　　　　　


那覇市第一助役　稲嶺成珍　　










１　品名、規格および数量　別紙のとおり


２　契約の目的　　　　　　ダクタイル鋳鉄管の購入


３　契約の方法　　　　　　随意契約


４　契約金額　　　　　　　$ 71,973 ドル


５　納入期限　　　　　　　議決の日から１２０日


６　契約の相手方　　　　　　　那覇市牧志町１丁目３４４番地の４


　　　　　　　　　　　　　　　福山商事株式会社


　　　　　　　　　　　　　　　代表者　福山朝計














（提案理由）


　１９７０年度（起債工事）、水道事業計画の配水管布設工事に使用する資材を購入したいので、この案を提出する。












　内訳書　
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水契第２４号　　

１９７０年度　　










ダクタイル鋳鉄管の購入仮契約書






　物品購入するについて、那覇市水道事業管理者那覇市第二助役前田武行（以下「甲」という。）と福山商事株式会社代表者福山朝計（以下「乙」という。）との間に次の契約を締結した。










第１条　この契約の要項は、次のとおりとする。


　(1)　品名、規格及び数量　別紙内訳書のとおり


　(2)　契約金額　　　　　　$ 71,973. ドル


　(3)　納入期限　　　　　　議決の日から１２０日


　(4)　納入場所　　　　　　那覇市水道局資材集積所


　(5)　契約保証金　　　　　$ 2,160. ドル


　(6)　支払場所　　　　　　那覇市水道局経理課


第２条　納入物品は、日本水道協会制定の水道用規格に適合するものとし、納入の際、日本水道協会の検査合格証を提出しなければならない。


２　特に指定した物品については、見本、仕様書または図面等によるものとする。


第３条　乙は、天災事変その他やむを得ない理由により期間内に物品を納入することができないときは、その理由を詳しく記して期限延長の願い出をすることができる。


第４条　乙は、納品の際、那覇市水道局の定める納品書を提出しなければならない。


第５条　納入物品は、甲の定める検査に合格したものでなければならない。


　また検査に要する費用および検査のために変質し、変形し、消耗し、または破損したものはすべて乙の負担とする。


２　乙は、甲の指定する日時および場所において検査に立ち合うものとする。もし、立ち合いをしないときは、検査の結果につき異議を申し立てることができないものとする。


第６条　乙は、検査の結果不合格と決定した物品を遅滞なく引き取り、甲において定める期間内に代品を納入しなければならない。


第７条　物品の所有権は、甲が合格品と認め受領証を交付したときをもつて乙から甲に移るものとする。


２　前項の規定による所有権の移転前に生じた物品の亡失、破損等はすべて乙の負担とする。ただし、甲の故意または過失による場合は、甲の負担とする。


３　物品の所有権移転後においても、その物品について乙の責に帰すべき重要なかしが発見された場合は乙は甲の請求によりその物品を無償で修理しまたは代替品を納入するものとする。


４　前項に規定する保証の期間は１か年とする。


第８条　納入物品の代金または保証金は、検収後乙の請求により甲が支払いまたは還付するものとする。ただし、既納部分に対する代金の請求があつた場合は、納入高の１００分の９０以内に相当する代金を中間支払いすることができる。


第９条　乙は、期限内に物品の納入を終了しないときは、延滞日数１日につき遅延部分に対する代価の１０００分の３に相当する遅延違約金を支わなければならない。


第１０条　甲は、乙が次の各号の一に該当する場合においては、契約を解除することができるものとする。


　(1)　契約履行の着手を遅延したとき。


　(2)　期限内に契約を履行しないとき、または履行の見込みがないと認めたとき。


　(3)　契約解除の申出があつたとき。


　(4)　契約の締結または、義務の履行について不正の行為があつたとき。


　(5)　この契約事項に違反したとき。


２　前項の規定によつて契約を解除したときは、保証金は市に帰属する。


３　契約を解除した場合においては、既納部分に対しその代金を支払い、未納部分については納品を受けないものとする。


第１１条　乙は、この契約から生じる権利義務を第三者に譲渡し、または担保に供することができないものとする。


第１２条　乙は、本契約書の各条項のほか那覇市公営企業の契約の方法に関する条例その他関係法規を遵守するものとする。


第１３条　この仮契約は、後日議会の議決を得たときに有効とし、この仮契約をもつて本契約とする。










　この契約を証するため本書２通作成し、双方が記名押印して各自が、その１通を所持する。






　　　　１９７０年１月１６日














甲　　那覇市水道事業管理者　　　　　　


那覇市第二助役　前田武行　　　　














乙　　那覇市牧志町１丁目３４４番地の４


福山商事株式会社　　　　　　　　


代表者　　　　　福山朝計　　　　










～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～











議案第４号　　










物品購入契約について






　　次のとおり物品の購入契約を締結する。






　　　　　　１９７０年１月２１日






那覇市長職務代理者　　　　　


那覇市第一助役　稲嶺成珍　　


















１　品名、規格および数量　別紙のとおり


２　契約の目的　　　　　　鋳鉄異型管類の購入


３　契約の方法　　　　　　指名競争入札


４　契約金額　　　　　　　$ 24,888 ドル


５　納入期限　　　　　　　議決の日から１２０日


６　契約の相手方　　　　　那覇市前島町１丁目１３９番地


　　　　　　　　　　　　　合資会社　高千穂産業


　　　　　　　　　　　　　代表者　　馬渡駿一














（提案理由）


　１９７０年度（起債工事）、水道事業計画の配水管布設工事に使用する資材を購入したいので、この案を提出する。











　内訳書　
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水契第２５号　　

１９７０年度　　










鋳鉄異型管類の購入仮契約書






　物品購入するについて、那覇市水道事業管理者那覇市第二助役前田武行（以下「甲」という。）と合資会社高千穂産業　代表者　馬渡駿一（以下「乙」という。）との間に次の契約を締結した。






第１条　この契約の要項は、次のとおりとする。


　(1)　品名、規格および数量　別紙内訳書のとおり


　(2)　契約金額　　　　　　　$ 24,888. ドル


　(3)　納入期限　　　　　　　議決の日から１２０日


　(4)　納入場所　　　　　　　那覇市水道局資材集積所


　(5)　契約保証金　　　　　　$ 747. ドル


　(6)　支払場所　　　　　　　那覇市水道局経理課


第２条　納入物品は、日本水道協会制定の水道用規格に適合するものとし、納入の際、日本水道協会の検査合格証を提出しなければならない。


２　特に指定した物品については、見本、仕様書または図面等によるものとする。


第３条　乙は、天災事変その他やむを得ない理由により期間内に物品を納入することができないときは、その理由を詳しく記して期限延長の願い出をすることができる。


第４条　乙は、納品の際、那覇市水道局の定める納品書を提出しなければならない。


第５条　納入物品は、甲の定める検査に合格したものでなければならない。


　また検査に要する費用および検査のために変質し、変形し、消耗し、または破損したものはすべて乙の負担とする。


２　乙は、甲の指定する日時および場所において検査に立ち合うものとするもし、立ち合いをしないときは、検査の結果につき異議を申し立てることができないものとする。


第６条　乙は、検査の結果不合格と決定した物品を遅滞なく引き取り、甲において定める期間内に代品を納入しなければならない。


第７条　物品の所有権は甲が合格品と認め受領証を交付したときをもつて乙から甲に移るものとする。


２　前項の規定による所有権の移転前に生じた物品の亡失、破損等はすべて乙の負担とする。ただし、甲の故意または過失による場合は、甲の負担とする。


３　物品の所有権移転後においても、その物品について乙の責に帰すべき重要なかしが発見された場合は、乙は甲の請求によりその物品を無償で修理し、または代替品を納入するものとする。


４　前項に規定する保証の期間は１か年とする。


第８条　納入物品の代金または保証金は、検収後乙の請求により甲が支払いまたは還付するものとする。ただし、既納部分に対する代金の請求があつた場合は、納入高の１００分の９０以内に相当する代金を中間支払いすることができる。


第９条　乙は、期限内に物品の納入を終了しないときは、延滞日数１日につき遅延部分に対する代価の１０００分の３に相当する遅延違約金を支払わなければならない。


第１０条　甲は、乙が次の各号の一に該当する場合においては、契約を解除することができるものとする。


　(1)　契約履行の着手を遅延したとき。


　(2)　期限内に契約を履行しないとき、または履行の見込みがないと認めたとき。


　(3)　契約解除の申出があつたとき。


　(4)　契約の締結または義務の履行について不正の行為があつたとき。


　(5)　この契約事項に違反したとき。


２　前項の規定によつて契約を解除したときは、保証金は市に帰属する。


３　契約を解除した場合においては、既納部分に対しその代金を支払い、未納部分については納品を受けないものとする。


第１１条　乙は、この契約から生じる権利義務を第三者に譲渡し、または担保に供することができないものとする。


第１２条　乙は、本契約書の各条項のほか那覇市公営企業の契約の方法に関する条例その他関係法規を遵守するものとする。


第１３条　この仮契約は、後日議会の議決を得たときに有効とし、この仮契約をもつて本契約とする。


















　この契約を証するため本書２通作成し、双方が記名押印して各自が、その１通を所持する。










　　　　　　１９７０年１月１６日






甲　　那覇市水道事業管理者　　　　　


那覇市第二助役　　前田武行　　














乙　　　那覇市前島町１丁目１３９番地


合資会社　高千穂産業　　　　


代表者　　馬渡駿一　　　　　











議案第５号　　










議決内容の一部変更について










　　次のとおり議決内容の一部を変更する。






　　　　　　１９７０年１月２１日提出










那覇市長職務代理者　　　　　


那覇市第一助役　稲嶺成珍　　














１　議決事件名　　　公営住宅建設用地購入債を起こすことについて


　　　　　　　　　　（１９６９年１２月１３日可決）






２　変更する事項　　償還方法のうち償還期間


　　　　　　　　　　既決の償還期間　　　　２０か年


　　　　　　　　　　変更する償還期間　　　　２か年














（提案理由）


　石嶺、大名町の公営住宅建設用地購入債の償還期間を変更したいので、この案を提出する。









決議案第１号　　










軍雇用者大量解雇の撤回に関する要請決議






　　このととについて、別紙のとおり議会の議決を得たいので提出する。






　　　　　　１９７０年１月２１日










提案者　　　　　　　


那覇市議会議員　


中村昌信　　　


　国吉辰雄(社大)














賛成者　　　　　


金城吾郎　　　


島袋宗康　　　


仲本安一　　　


黒潮隆　　　　


儀間真祥　　　


友利栄吉　　　


椿秀義　　　　











軍雇用者大量解雇の撤回に関する要請決議






　米軍当局は去る１２月４日、突然軍雇用者の大量解雇を発表した。今回の大量解雇は、米軍当局が言明しているように、ドル防衛の一環として国防予算の節減による基地合理化のための解雇であり、基地縮小とは全く関係がなく、しかも事前の調整もないまま一方的に行なわれているものである。


　かりに、今回の大量解雇が基地縮小を前提としたとしても、充分な予告期間とその後の補償もないままに解雇することは、労働者に犠牲をしいるものであり、さらに２４年間の長期にわたつて県民の意に反する基地依存の経済政策を行なつてきたアメリカの一方的な都合によつてなんらの準備期間を与えない大量解雇をすることは、沖繩経済を混乱させる結果になり、無責任きわまる非人道的措置といわざるをえない。よつて那覇市議会は、次のとおり強く要請する。










記






１．生活保障の伴わない人員整理の撤回


２．退職金の本土並増額


３．６ヶ月の長期事前調整制度の確立


４．既得権を侵害する職位格下げの撤回


５．離職者対策法の内容充実


６．本土並の特別給付金の支給






　　　１９７０年１月２１日










那覇市議会　　　　　　　　　



























第118回那覇市議会会議録







臨時会







上程案件・処理結果

























　第１１８回那覇市議会（臨時会）処理結果　






　　　　　　　開催年月日　　　１９７０年１月２１日


　　　　　　　会期　　　　　　１日間










	
			１９７０年１月２１日（１日）
			　（午前１０時　５分　開会）　
	

	
			　（午后　４時３０分　閉会）　
	

















１．本会議


本日の会議事件並びにその結果下記のとおり











	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			70
			1
			21
			　
			会議録署名議員の指名
			議長
			２７番議員
３０番議員
	

	
	

	
			　
			　
			　
			　
			会期の決定
			〃
			１日
	

	
			　
			　
			　
			1
			土地買収契約について
			市長職務代
理者第一助役
			同意
	

	
	

	
			　
			　
			　
			2
			物品購入契約について
			〃
			〃
	

	
			　
			　
			　
			3
			物品購入契約について
			〃
			〃
	

	
			　
			　
			　
			4
			物品購入契約について
			〃
			〃
	

	
			　
			　
			　
			5
			議決内容の一部変更について
			〃
			原案可決
	

	
			　
			　
			　
			決
１
			軍雇用者大量解雇の徹回に関する要請決議について
			２番議員
外８名
			〃
	

	
	

	
	












































第118回那覇市議会会議録







臨時会







１月２１日（水曜日）　１日間

























　１９７０年第１１８回那覇市議会会議録（臨時会）　















	
			○ １月２１日 （１日間）
			　（午前１０時　５分　開会）　
	

	
			　（午后　４時３０分　閉会）　
	















○　出席議員（３０名）






　　１番(社大)国吉辰雄君　　１６番　高良文雄君


　　２番　中村昌信君　　　　　１７番　又吉久正君


　　３番　瀬長フミ君　　　　　１８番　仲本安一君


　　４番　辺野喜英興君　　　　１９番　金城吾郎君


　　５番　喜舎場盛一君　　　　２０番　黒潮隆君


　　６番　仲村正治君　　　　　２１番　久高友敏君


　　７番　平良玄昌君　　　　　２２番　喜久山朝重君


　　８番　上原綱正君　　　　　２３番　宮城武君


　　９番　金城甚松君　　　　　２４番　真栄城嘉園君


　１０番　島袋宗康君　　　　　２５番　比嘉佑直君


　１１番(人民)国吉辰雄君　　２６番　安見福寿君


　１２番　儀間真祥君　　　　　２７番　玉城栄一君


　１３番　平良信一君　　　　　２８番　友利栄吉君


　１４番　宮里敏慶君　　　　　２９番　椿秀義君


　１５番　金城重正君　　　　　３０番　大浜長弘君






○　説明員


　　　　　　第一助役　　　　　　　　　稲嶺成珍君


　　　　　　第二助役　　　　　　　　　前田武行君


　　　　　　市長公室長　　　　　　　　平良清安君


　　　　　　財政部長　　　　　　　　　伊波静男君


　　　　　　建設部長　　　　　　　　　水間平君


　　　　　　土木部長　　　　　　　　　内間安春君


　　　　　　経済民生部長　　　　　　　平良浩君


　　　　　　水道局長　　　　　　　　　佐久川寛貞君


　　　　　　消防長　　　　　　　　　　具志清一君


　　　　　　建設部庶務課長　　　　　　照屋建勇君


　　　　　　土木課長　　　　　　　　　宮城光徳君


　　　　　　水道局総務課長　　　　　　又吉盛弘君


　　　　　　秘書課長　　　　　　　　　伊礼孝君


　　　　　　主計課長　　　　　　　　　上原繁栄君


　　　　　　総務課長　　　　　　　　　石川源三君


















　○事務局出席者


　　　　　　庶務課長　　　　　　　　　玉城三郎君


　　　　　　議事課長　　　　　　　　　新垣襄二君


　　　　　　調査係長　　　　　　　　　亀島美一君














　　　　　　記録係長　　　　　　　　　山城正信君


　　　　　　記録係　　　　　　　　　　上原洋子君





















　１９７０年第１１８回那覇市議会臨時会議事日程第１号　

１９７０年１月２１日（水曜日）午前１０時













第　１　　　会議録署名議員の指名


第　２　　　会期の決定


第　３　　　土地買収契約について


　　　　　　　　　　　　　　　（市長職務代理者第一助役提出議案第１号）


第　４　　　物品購入契約について


　　　　　　　　　　　　　　　（市長職務代理者第一助役提出議案第２号）


第　５　　　物品購入契約について


　　　　　　　　　　　　　　　（市長職務代理者第一助役提出議案第３号）


第　６　　　物品購入契約について


　　　　　　　　　　　　　　　（市長職務代理者第一助役提出議案第４号）


第　７　　　議決内容の一部変更について


　　　　　　　　　　　　　　　（市長職務代理者第一助役提出議案第５号）


追加第１　　軍雇用者大量解雇の徹回に関する要請決議について


　　　　　　　　　　　　　　　（議員中村昌信外８名提出決議案第１号）










～～～～～～～～～～～～～～～～～～










○　会議に付した事件


　　　（議事日程に同じ）










～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（辺野喜英興君）


　　これより１９７０年第１１８回那覇市議会臨時会を開会いたします。


　　これより、本日の会議を開きます。本日の日程は、お手元に配布してある議事日程第１号のとおりであります。諸般の報告をいたします。


　１月１７日付、市長職務代理者　第一助役から、那総総第４３３号、第１１８回那覇市議会臨時会の招集について、１月１９日付、那総総第４５５号、議案の説明者について、那総総第４５８号、議案の送付について、文書が送付されておりました。


○議長（辺野喜英興君）


　　日程第１会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は玉城栄一君、大浜長弘君を指名いたします。





～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（辺野喜英興君）


　　日程第２、会期の決定を議題といたします。


　おはかりいたします。


　今期臨時会の会期は議会運営委員会に諮問の結果、お手元に配布してあります案のとおり本日１日間といたしたいと思います。


　これにご異議ありませんか。


　　　　　　　（「異議なし」というものあり）






○議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて会期は、本日１日間と決定いたしました。






～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（辺野喜英興君）


　　日程第３、議案第１号、土地買収契約についてを議題として提案者の説明を求めます。







○建設部長（水間平君）


　　議案第１号土地買収契約について説明いたします。


　大名公営住宅建設計画に基き、１９６８年度を初年度とし、首里大名町３丁目一帯に29,989坪の買収にとりかかり、現在までに14,455坪を買収してきました。残りの15,534坪についても早急に買収すべく交渉をすすめてきましたが、1,062坪について交渉がまとまりました。


　　そこでお手元に配布してあります議案のとおり１９６９年１２月２７日に仮契約を締結したのであります。


　用地の買収価格については那覇市財産評価委員会の答申価額を勘案して価格を決定いたしました。


　　なお、さつた１２月２０日の議会においてご指摘のありました、相続人である当間盛善については１９６９年１２月２４日に前提登記も完了しております。


　　このことについて議会の同意を要しますので提案いたしました。


　よろしくご審議くださいますようお願いいたします。






○議長（辺野喜英興君）


　　ただいまの当局説明に対し質疑に入ります。


　　　　　（「質疑討論なし」というものあり）






○議長（辺野喜英興君）


　　質疑討論なしと認め採決に入ります。日程第３、議案第１号土地買収契約について原案に同意することにご異議ありませんか。


　　　　　（「異議なし」というものあり）






○議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。






～～～～～～～～～～～～～～








○議長（辺野喜英興君）


　　日程第４、議案第２号、物品購入契約についてを議題として当局の説明を求めます。






○土木部長（内間安春君）


　　議案第２号、物品購入契約について提案理由を説明します。


　本案はすでにご承知のとおり、１９６９年度事業の那覇新港建設工事は、－７.５０メートル岸壁工事と－３メートル岸壁工事の一部を日政援助資金で事業を着手し計画どおり進行中でありますが入札残と、設計変更による減額を生じましたのでその分を新に追加発注するために本件を提出いたしました。


　すなわち、当初予算928,333.00ドルに対し岸壁工事と岸壁工事に使用される鋼矢板購入外３件を計画し、議会の承認をえて昨年１月３０日にそれぞれ契約を締結しております。その総額が801,484.65ドルとなり、落札残額126,848.35ドルとなります。また岸壁工事においては設計変更の必要が生じこれにともない請負金額21,155.65ドルの減額を生じましたので去つた議会で承認をえて議決内容の一部変更の承認を得ております。


　以上の予算残額148,004.50ドルになります。


　予算の効率的な使用という面から、また新港建設の事業の促進という面から種々検討を加えた結果－３メートル岸壁の６５メートル分の追加工事と本案の１９７０年度施工計画の－７.５０岸壁に使用される一部の矢板購入に使用した方が妥当であり、かつ得策であるという結論を得て琉球政府並びに日本政府の承認を得て決定したのであります。


　岸壁工事の追加工事は61,050.00ドルの工事で１９６９年１２月２７日に大城組と請負契約を締結し、すでに工事に着手しております。


　また本案の物品購入につきましては鋼矢板Ｚ－４５、17.5ｍものを271枚を購入する分として98,900ドルで金秀鋼材株式会社　社長　呉屋秀信とお手元に配布いたしましたとおり仮契約を去る１月１６日に締結しております。


　なお、第２号議案中、上から１枚目、６項契約の相手方、社長呉屋秀信とあるのを代表者、呉屋秀信に、あわせて２枚目参考資料、５枚目Ｚの方もご訂正下さるようお願い申し上げ、よろしくご審議の程お願い申し上げます。






○議長（辺野喜英興君）


　　ただいまの当局説明に対し質疑に入ります。






○平良信一君


　　議案第２号で契約の方法が随意契約となつておりますが、なぜ随意契約にしたのか。






○土木部長（内間安春君）


　　指名競争入札に付しておりますが再入札しても落札者がないもんですから随契で締結いたしました。






○議長（辺野喜英興君）


　　質疑を終結し討論に入ります。


　　　　　（「討論なし」というものあり）






○議長（辺野喜英興君）


　　討論なしと認め採決に入ります。日程第４、議案第２号　物品購入契約については原案に同意することにご異議ありませんか。


　　　　　（「異議なし」というものあり。）






○議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。






～～～～～～～～～～～～～～






○議長（辺野喜英興君）


　　日程第５、議案第３号、第４号、物品購入契約についてを一括議題として当局の説明を求めます。






○水道局長（佐久川寛貞君）


　　提案理由をご説明申し上げる前にミス、プリントがございますのでご訂正方をお願いいたします。


　議案の１枚目、契約金額で71,973ドルのところで７万１千の次にコンマが入つてますが、これをピリオドにご訂正方をお願いいたします。次２枚目の一番下、住所、代表者名とあるのを全部削除していただきます。


　　　　　（「さつきは社長を代表者に訂正させておいて、今度は消すのかもう少ししつかりしてもらわないと困りますよ」というものあり）


　そしてその２枚目の分を、つまり内訳書を一番最後につけていただきます次に３枚目の仮契約書の(1)品名、規格および数量、別紙内訳書のとおりの次に省略とあるのを削つていただきます。同じく４号も６枚目の一番下の住所、代表者名を消していただき、なお７枚目の仮契約書の(1)品名、規絡および数量、別紙内訳書のとおり省略とありますのを、その省略を削つていただき以上ご訂正方をお願いいたします。では提案理由のご説明を申し上げます。


　　議案第３号、物品購入契約についてこの物品は１９７０年度水道事業計画の起債による配管工事に使用するダクタイル鋳鉄管であります。なおこの資材は発注から入荷まで約１２０日を要します。


　　１９７０年１月１４日配管資材納入に実績のある業者、福山商事、万弁舎貿易部、共同商会、第一産業、沖繩岩谷商会、高千穂産業以上６社を指名して競争入札に付しましたところ、第１回入札、再入札とも落札者が無いので随意契約にて購入すべく最低価格入札者福山商事から見積書を徴したところ、その見積価格が市予定価格以下でありましたのでこれと同資材購入について仮契約を締結いたしました。なお、市予定価格は72,000ドル、福山商事の見積額は71.973ドルで、その差額は２７ドルであります。


　　この物品購入契約の予定価格が34,000ドルを超過しており、市町村自治法第１７５条第２項および那覇市条例「議会の議決または住民の投票に付すべき財産営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例」第６条第１項第２号の規定に基づいて議会の重要議決事項でありますのでよろしくご審議下さるようお願いします。






　　議案第４号物品購入契約についてこの物品は１９７０年度水道事業計画の起債による配管工事に使用する鋳鉄異型管類でありますが同資材は発注から入荷まで約１２０日要します。


　　１９７０年１月１４日同資材納入に実績のある業者、福山商事、宮真商事万弁舎貿易部、沖繩岩谷商会、沖繩工業商事、永山組、共同商会、第一産業高千穂産業、中村商会、丸福商会、沖繩産業機械、琉金商事、以上の１３社を指名して競争入札に付しましたところ高千穂産業が24,888ドルで落札しこれと仮契約を締結しました。なお、市予定価格は28,000ドルで落札額と


　の差額は3,112ドルであります。


　　この物品の購入契約予定価格が17,000ドルを超過しておりますので市町村自治法第３６条第１項第９号および那覇市条例「議会の議決または住民の投票に付すべき財産営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例」第５条第２号に基づいて議会の議決事項でありますのでよろしくご審議下さるようお願いします。






○議長（辺野喜英興君）


　　ただいまの当局説明に対し質疑に入ります。






○宮里敏慶君


　　３号議案の契約の相手方は代表者となつておりますが、第２号議案の契約の相手方は社長とあるのを代表者に訂正してくれということでありましたが社長と代表者とどういうふうに違うのかお尋ねいたします。








○第二助役（前田武行君）


　　社長と代表者はどのように異なるかというご質問でありますが代表者とは会社および団体法人格をもつ団体を代表するものを代表者といいます。


　社長が代表者たり得るときもありますし、あるいは取締役が代表者たりうるときもあります。商法で株式会社の場合は代表者となるべき代表取締役を決めなければならないという条項があります。そうしますと代表者たり得るものは代表取締役であつて必らずしも社長じやないという観点からすべて統一して、この会社を代表すべき者と契約したんだという意味で代表者と書いたほうがもつともはつきりするんじやないかという意味で代表者に統一しました。そういう意味です。社長というのは会社の社長であるかもしらないが必ずしも代表者とはいえない。しかしほとんど社長が代表しているようであります。






○宮里敏慶君


　　いまの助役のご答弁は私もよく存じ上げておりますが、会社を代表する者は商法によつて代表取締役ということになつて、これはまた商法でも会社の登記は代表取締役と特に登記しなければならないとなつておりますので、いまのご説明からすれば会社を代表するものは代表取締役であるということであればこの議案としても代表者じやなくして商法にのつとつて代表取締役というふうにちやんと法律にもありますので本員は代表者というよりは代表取締役と書くべきがほんとうじやないかと思います。


　議会に出す議案は法に基づいてちやんと出すべきものである。普通代表者という、ということですがこの〝普通〟ということばを簡単に使つてはいけないと思います。これはあくまでも会社を代表するものは代表取締役であるという商法第何条かに規定されておりますのでそのように訂正する意思はないかどうかお尋ねします。






○第二助役（前田武行君）


　　お説ごもつともだと思いますが、代表者と契約しなきやあならない。


　　代表資格を有するものはだれかというと、代表取締役であると、株式会社ではなつています。それから４号議案のように合資会社の場合には代表者はだれであるかといいますと無限責任社員である。しかしこれは定款で無限責任社員の一人を代表者と定めることができる。だから代表者たり得る資格のある者はだれかということと代表者であるという標示とはおのずから別で代表者はこれこれと。しかし資格があるんだよという意味で代表取締役と標示する。だからわれわれは判決の当事者標示には代表者、代表取締役だれそれがし、代表者無限責任社員だれそれがしとこのようにわれわれは訴訟の当事者標示をする場合に明確に書きます。


　　それから代表者というのはあくまでもこれが代表しているんだということで代表資格は何によつて得ているかというと無限責任なるがゆえにといつて、肩書きを書く。このような関係になつていますけれども裁判の場合は、だからわれわれはだれと取り引きするかというとあくまでも代表者とするんだという意味で統一して代表者と記載しあえて代表取締役、代表者無限責任社員代表者市長、代表者何々と書かないで統一して全部代表者で統一していこうと、そのような考え方で代表者にほとんど統一していく






○宮里敏慶君


　　いまの助役のご答弁に、合資会社には代表者無限責任ということを言われておりますが、最初の合資会社は代表者と言わずに代表社員と言います。


　無限責任合資会社に代表者ということばはないわけです。合資会社あるいは合名会社には代表社員というふうに〝社員〟ということばがつきまして代表者ということばはないわけです。そして合資会社には無限責任が２人以上おる場合には特に代表者員だれとはつきり明示されます。代表者というといまさきの助役のご答弁では無限責任社員だということですが無限責任が２人以上おる会社もたくさんありますので特に代表社員はだれと１人しかきめられないわけです。それからしても株式会社のほうは代表取締役とはつきり書くのが議案としてはほんとうじやないか。法律に示されたとおり会社を代表すべきものは代表取締役であるということでまた代表取締役をきめたときには登記法によつてこれは登記しなければならないということになつておりますので、私は代表者というよりは代表取締役とこの議案も書いたほうが正当じやないかと思つております。ご答弁願います。






○議長（辺野喜英興君）


　　休憩いたします。



（午前１０時３６分　休憩）　　　　　

（午前１０時３７分　再開）　　　　　









○議長（辺野喜英興君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。






○喜舎場盛一君


　　議案第３号について質疑をいたします。


　　ダクタイルの物品購入でございまするが従来何回となくこの物品は購入されております。那覇市では、先ほどの部長の説明からいたしましても６社を指名いたしまして競争入札に付したというようなことでございましたが、これが落札者がおらなかつたというところに疑問があるわけでございます。どういうわけで従来の値段よりか高くなつておるのか。このダクタイルというのは品物は従来と変わりないと本員は考えております。どうして従来と同じ品物でありながら、またいろいろ那覇市は競争入札に付していわゆる購入したわけでございまするが、今度の場合値段が高くなつておるのか、それとも安くなつていわゆる落札者がおらなかつたのかですね。


　そしてふしぎなことでございまするがこの６社のうち、競争入札に付したときにいわゆるどのような差額があつたのかですね。市当局の見積りとどのような差額があつたのかその点をお伺いしたいと思います。






○水道局長（佐久川寛貞君）


　　ただいまの５番議員のご質問にお答えいたします。


　　市当局の見積りに対して落札者がなかつたということは鉄鋼類がわれわれが見積つた当時より全般的に上つておるということは皆さんすでに最近の新聞で鉄鋼類の値上がりとかそういうことでご承知のことと思います。


　そういうふうに鉄鋼類が全般的に値上り傾向にあります。われわれが見積つた当時よりは、それで落札額との差額がどれぐらいあつたかということでございますが第１回目の入札で市の見積もり価格との入札額の差が大体、約300ドルくらいの差、ほんのわずかの差でございまして第２回目の差額がちよつと2.30ドルの差があるというふうにほんのわずかの差でございましたので２回とも落札者がありませんので最低額である福山商事を呼んであとわずか引いてくれれば見積額以内になるからというふうな相談で即座に話し合いがついて結局随意契約というふうなかつこうになつております。　以上。






○喜舎場盛一君


　　鉄鋼類が、市当局が見積つた時点よりかは値上がりしておつたと、現実においてですね。そういうことなんですが、しからば市当局はいつの時点でこれを予算を見積つたか、あの時点から今日に至るまでどのくらい鉄鋼類が値上げなつておるのかですね。その辺ちよつとお伺いいたします。






○水道局長（佐久川寛貞君）


　　お答え申し上げます。市当局が見積りましたのが昨年の６月議会の承認を得たあの当時の価格でございます。それから鉄鋼類がどれくらい値上りしたのかということに対しましてこの鉄鋼類と大体同じようなもんでございますがほんのわずか値上りしたということは聞いておりますがわれわれといたしましては入札に際してたいして問題にするほどのこともないので〝だいじようぶ、これで落札できるんだ〟というような考え方で入札に付したわけでございます。はつきり何％値上がりかということはいま資料を持つておりませんのでお答えできませんがほんのわずかの差でたいしたことはない。また入札の結果からいたしましても７万ドルあまりの金額から２，３百ドルくらいの差ということで２回目の入札でも必ず落ちるであろうというふうなことでございましたがとうとう金額の関係上わずか2.30ドルの差で落ちなかつたというふうな程度で大きな開きはございませんので随意契約に持つていつた次第でございます。






○宮里敏慶君


　　本日の議案のほとんどが契約になつております。特に３件は物品購入の契約になつておりますがこの契約の内容を見ますと期限内に物品を納入しない場合には延滞違約金を取るということがほとんどうたわれておりますが、那覇市が工事契約して工事を完了した。そして期限に払うというものを期限に払わない場合にはこの工事受け入れ人に対して延滞違約金というのを支払つているかどうか。いや実は私これをいまお尋ねいたしますのはきのうある那覇市との契約をした人が来まして抵当権設定登記をやつてくれということでしたので「君は金はあるのにどうして金を借りるか」ということを聞きましたら「那覇市の工事は完了いたしましたが金がおりないために給料を払うために私はこういうふうに金を借ります。たいへん困つております。工事が終わつたら早速期限に金を払うべきであるが払つてないためにこういうふうに金を借りております」ということを言つておりますので工事を完了して期限に市が払い切れない場合には契約違約金というものを支払つているかどうかについてお尋ねいたします。


　この契約と関連しておりますので。内容が違約金のことをほとんど書いておりませんので私お尋ねいたします。関連質問をしています。






○第二助役（前田武行君）


　　現在のところまで支払つておりません。それで契約内容にもそのような特約はうつておりませんいままで。しかし履行遅滞に対しては必ずしも契約に特約をうたないにしても民法上の請求はできると思いますが、違法行為については民法上の違法行為損害賠償ができると思います。けれども契約自体としてはうたつておりませんしまた支払つた例もありません。この前議決を得ました１件だけについて民法上の不法行為と一方的な解約という点で損害賠償の点を議決いただいたこと、これはありますが、支払いの遅延についてはいまだ支払いをしたこともありませんしまた支払い内容に特約をうつたこともありません。






○宮里敏慶君


　　市長は議会でもあるいは選挙のときにでも住民福祉のためにやるんだということをいつも言われておりますので契約するときにも一方的にやるべきじやないと思うのです。いま契約には支払いの期限を入れていないと言うておりますがこれがあまりにも市が一方的にやつておる契約じやないかと思います。こういうふうに物品購入するときにはいつまでに払いなさい納入しなさい。もし納入しない場合は延滞損害金を取るというふうに弱い者には一方的な契約する自体が私どうかと思うんですよね。いまの物品購入契約ではございますが、たとえ公共物の建築におきましても道路の修理あるいはその他の市の工事についてはちやんと市も市民も納得のいくような平等な契約を結ぶべきじやないかと思います。一方的な契約ではいけないと思うんです。期限はいつまでと決めて、それに反したときには違約金を払うべきのが契約だと私は思いますが市のほうについては〝一方的な契約だ〟ときのうの人も言つておりました。市は一方的な契約で、われわれがこれに文句言つた場合には、次の指名入札ははずすんだということを言うております。明るい政治、豊かな町をつくるためには市民のためにも工事人のためにも契約は平等にどつちも損しないように、またどつちもこの契約を履行させるような契約を結ぶべきではないかと私は思つていまご質問をしているわけでございます。今後あらゆる契約はこれから続々出てくると思いますが一方的な契約を結ばないように要望して質問を終ります。






○又吉久正君


　　　議案第３号、４号についてお尋ねいたします。この物品は政府の補助指令によつて入札したのかどうか。それでこの物品はどこで使うのかどこの地域で使うのかまずその点からお伺いいたします。






○水道局長（佐久川寛貞君）


　　ただいまのご質問にお答えいたします。


　　本工事は補助指令に基づく補助工事ではなくて起債工事でございます。


　資金運用部資金の起債による工事でこの工事の場所は軍４４号線、政府４６号線の配水管工事。２番目が小禄７号線の配水管の幹線工事。３番目が首里５号線石嶺町の配水管工事。４番目が石田原すなわち繁多川の交番前ら繁多川の公民館までの工事。５番目が真和志高校入口から真地の十字路までの配水管工事。６番目が上識名の配水池から今度つくることになつております繁多川のほうの配水池までの送水管の工事。以上６件が起債工事になつておりますのでこれだけの工事でございます。






○又吉久正君


　　いまの局長のご説明でわかりましたが前に識名、繁多川の工事について政府からの補助指令がまだおりないとおつしやつておられました。補助指令がなくてもこういうふうに起債でもつてやられるのか。またあの補助指令はどうなつておるのか、まだこないのかどうか。そうするとその分はどうするのか。そうしてその辺の工事はいま発注していつごろ入札して完成して水を通す予定であるのか識名、繁多川、真地付近ですね。その点をお伺いいたします。






○水道局長（佐久川寛貞君）


　　お答えいたします。いま申し上げました六つは起債による工事。残りの３つが補助指令を待つての工事でございます。ただいまから申し上げます。


　補助指令による工事は上識名の配水池及び付帯工事。２番目が繁多川、真地配水管工事。４番目が識名上間の配水管工事。この３つは補助指令による工事でございますが補助指令は現在のところ出ておりません。われわれの職員が毎日のほど政府に行つて目下折衝中でございます。多分１月いつぱいには出るだろうという予想でやつております。これが出ましたら、引き続きこの三つの資材の発注をやつてまた議会の承認をお願いしたいとこういうふうに思つております。現在のところ補助指令は出ておりません。






○又吉久正君


　　そうしますと補助指令が１月いつぱいにくるという見通しのもとに起債事業でやる、そうしていつしよにできるというお考えを持つているわけですね。






○水道局長（佐久川寛貞君）


　　お答えいたします。補助指令と補助指令工事と起債の工事は全然別々になつておりますので今度提案した六つの工事は資金運用部資金を借りてそのほかに不足額はもちろん自己資金も出ますがやる工事。それからいまご説明申し上げました三つの工事は政府の補助と自己資金をまぜてやるというふうに別々に分けられておりますので、そういうふうな捕助指令と起債との相違がございますので分けておかぬと工事を進める上でぐあいが悪いということで補助指令もいつしようけんめいにいま努力しております。






○又吉久正君


　　本員がお聞きしたいのは補助指令が出る工事も、起債である工事もどつちかにしなきやあいかぬじやないかというような感を持つて、いまそういうご質問しているわけですが補助指令でつくる、あるいはいまこれでやるのかですね。どつちかにおいて１本になりはせぬかという予想で質問しているわけでございますがそうじやございませんか。






○水道局長（佐久川寛貞君）


　　お答えいたします。水道自体は全部が一体になつていかぬと水は通りませんので補助指令のほうも起債のほうも全部が完成してはじめてその地区全体水がいくわけでございます。あるいは場所によつてはたとえば繁多川交番前から公民館までとか、というふうな一部分に対しては送水開始はできますが大部分に対しては上識名の配水池の工事が完成しすべてがつながつていかぬと全体に水はいかないと思います。






○又吉久正君


　　本員がいまお聞きしたのはそこだつたんです。やはり補助指令が１月いつぱいかかるということですがそうすると大体当局のご計画は工事を完了して水を通すのは大体いつごろのご計画であるのか。






○水道局長（佐久川寛貞君）


　　お答えいたします。現在のところは補助指令、起債の許可等がすべて大体２ヶ月ぐらい例年に比べておくれておりますので多分年度内に完成はむずかしい。おそらく２ヶ月ぐらいは繰り越しになるんじやないかというような予想のもとにやつております。それでこの資材にいたしましても発注してから４ヶ月というふうなことで多分全体が終わるのは年度越し２ヶ月ぐらいおくれるんじやないかというふうに思います。






○又吉久正君


　　当初予算に組まれ工事するというふうになつていたが政府の補助指令がこなくてまた、資材の発注もできないというふうになつているわけですが去年あたりからお聞きして、水道局長はおそくても３月までは水を通すんだということを議会でもはつきり明言されたんだが年度内にむずかしいと言つておる。そういつたことはどこに欠点があるのか、補助指令がなぜそんなにおくれるのか。その点毎日のように水道局から政府に行かれているというんだがそのいきさつはどうなつているのか。ほんとに金がなくて指令が出ないのか。それとも金はあるけれどもそれに具備したいので指令が出ないのかその点をお聞きしたいんですが。






○水道局長（佐久川寛貞君）


　　お答えいたします。この問題は政府自体の問題でありますのではつきりお答えはいたしかねますが、われわれが感じ取つたところによりますと資金の不足による分であつて事務のおくれじやないようでございます。






○又吉久正君


　　ああそうですか。






○水道局長（佐久川寛貞君）


　　よろしゆうございますか。






○又吉久正君


　　はいわかりました。






○大浜長弘君


　　さつき５番議員の質問で部長の答弁の中では指名競争しても落札者がなかつたので随意になつた。随意契約にしたのは最近の鉄鋼材の値上がりのためだというふうなご答弁がありましたけれども、であるならば４号議案もそのように当然あらわれてこなければならないけれども４号議案については落札差額が3,000ドル　もあるということだが４号議案は市の見積りの甘さであつたのか。その点もお伺いいたします。






○水道局長（佐久川寛貞君）


　　お答えいたします。鉄鋼類が全般的に上がつておるということは市況すべてでご存じのとおりでございますが、４号議案のほうは相当の落札差額が出ているんではないかというご質問でございますが、ダクタイルをつくつておる会社というのは現在日本じやあ５つの会社しかない非常に大資本の会社でございます。１番大きい会社はどこかと申し上げますと久保田鉄工。というふうに日本全国でもダクタイルをつくつておる会社はたつた５つしかない、ということと４号議案のほうの付属品ですね付属品をつくつておる会社は多数あり、３０社くらいあるわけです。そういうふうなことで恐らく本土においてはたくさんあるということから競争あれこれの問題があつて４号議案のほうは相当落札差額が出たというふうに考えます。


　　　（「討論なし」というものあり）






○議長（辺野喜英興君）


　　質疑を終結し討論を省略して採決に入ります。


　　日程第５、議案第３号、物品購入契約については原案に同意することにご異議ありませんか。


　　　　（「異議なし」というものあり）






○議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。






～～～～～～～～～～～～～～






○議長（辺野喜英興君）


　　日程第６、議案第４号　物品購入契約については原案に同意することにご異議ありませんか。


　　　　　（「異議なし」というものあり）






○議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。






～～～～～～～～～～～～～～








○議長（辺野喜英興君）


　　日程第７、議案第５号、議決内容の一部変更についてを議題として当局の説明を求めます。






○主計課長（上原繁栄君）


　　議案第５号、議決内容の一部変更についてご説明申し上げます。


　　本案は第１１７回定例会において議決を経ました、公営住宅建設用地購入債を起こすことについての内容変更であります。公営住宅建設用地の取得につきましては、第１次石嶺、大名の取得費を資金運用部から長期債として借入れ、引きつづき第２次の用地取得を計画いたしましたが、運用部資金の都合で、とりあえず市中銀行から借入れ、取得後において、資金運用部の長期債に借換えるよう計画したのでありますが、さきの起債議決の償還方法では借入れ期間２ヶ年とすべきものを、事務上の手違いにより２０ヶ年となつておりますので、これを訂正するため本案を提出した次第であります。


　　このような事務手違いを起こしたことについて、おわび申し上げるとともに今後はこのようなことがないよう十分気をつけたいと思います。


　よろしくご審議のぼどをお願い申しあげます。


　　　　　（「質疑、討論なし」というものあり）






○議長（辺野喜　英興君）


　　質疑、討論を省略して採決に入ります。日程第７、議決内容の一部変更については原案を可決することにご異議ありませんか。


　　　　　（「異議なし」というものあり）






○議長（辺野喜　英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。






～～～～～～～～～～～～～～







○議長（辺野喜英興君）


　　おはかりいたします。


　　今期臨時会で議決されました議案第５号のように事件の条項、字句、数字その他の整理を要するものにつきましては、会議規則第４２条の規定に基づき、その整理を議長に委任されたいと思います。


　　これにご異議ありませんか。


　　　　　（「異議なし」というものあり）






○議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて条項、字句、数字その他の整理は議長に委任することに決しました。






～～～～～～～～～～～～～～






○議長（辺野喜英興君）


　　諸般の報告をいたします。


　　１月６日付選挙管理委員長から、那選第１号、選挙管理委員および同補充員の任期満了について通知書が送付されておりました。なお選挙管理委員および同補充員の選挙については議会運営委員会に諮問の結果３月定例議会で行なうことになつております。１月１０日付、那覇市監査委員　中山興忠　ほか３名から那監第１号、１９７０年度１１月分例月出納検査結果報告書が送付されておりました。


　　第４回九州市議会議長会理事会が２月３日から４日までの２日間、本市において開催されますので報告いたします。






～～～～～～～～～～～～～～






○中村昌信君


　　緊急動議を提出いたします。理由はただいま県内はもちろんのこと国内外で問題になつておりますところの軍雇用者大量解雇の撤回に関する決議を本議会で決議いたしたいということであります。


　　　　　（「賛成」というものあり）








○議長（辺野喜英興君）


　　ただいま中村議員より提出されました軍雇用者大量解雇の撤回に関する決議の動議を採択することにご賛成の方のご起立を求めます。






○議長（辺野喜英興君）


　　多数であります。動議は成立しております。よつてその取扱いについて一応休憩中にとりはからつていただきたいと思います。


　　休憩します。



（午前１１時０８分　休憩）　　　　　

（午后　３時１９分　再開）　　　　　











○議長（辺野喜英興君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。先程成立いたしました動議、軍雇用者大量解雇の撤回に関する要請決議についてを日程に追加しこれを議題とすることにご異議ありませんか。


　　　　　（「異議なし」「日程追加に異議あり」というものあり）






○議長（辺野喜英興君）


　　本動議を日程に追加し議題とすることにご賛成の方のご起立を求めます。






○議長（辺野喜英興君）


　　多数であります。よつて本動議を日程に追加し議題とすることに決定いたしました。提出者の説明を求めます。






○中村昌信君


　　本員が申し上げるまでもなく現在県内、国内外においてアメリカの不当な軍雇用者に対する大量解雇がなされております。このことにつきましては、アメリカ当局も言明しておりますようにドル防衛の一環としてこの大量解雇がなされております。また今回の軍雇用労働者に加えられた首切り合理化は決して全軍労のみに加えられた攻撃ではなくこれから７２年までの沖繩の社会の中に、また私たちの生活の中に出てくるであろうところの様々な形の予見がいち早く出て来たのだというふうに重要視いたしまして、今回の臨時会におきまして軍雇用者大量解雇の撤回に関する要請決議を提案いたし、これを朗読して提案理由にいたしたいと思います。ただいま緊急に皆さまのお手元に配布できないことを甚だ申しわけなく、また残念に思つております。


　では朗読いたします。


　　軍雇用者大量解雇の撤回に関する要請決議、米軍当局は去る１２月４日突然軍雇用者の大量解雇を発表した。今回の大量解雇は、米軍当局が言明しているように、ドル防衛の一環として国防予算の節減による基地合理化のための解雇であり、基地縮小とは全く関係がなく、しかも事前の調整もないまま一方的に行なわれているものである。


　　かりに今回の大量解雇が基地縮小を前提としたとしても、充分な予告期間とその後の補償もないままに解雇することは、労働者に犠牲をしいるものであり、さらに２４年聞の長期にわたつて県民の意に反する基地依存の経済政策を行なつてきたアメリカの一方的な都合によつてなんらの準備期間を与えない大量解雇をすることは、沖繩経済を混乱させる結果になり、無責任きわまる非人道的措置といわざるをえない。


　よつて那覇市議会は、次のとおり強く要請する。①生活保障の伴わない人員整理の撤回、②退職金の本土並増額、③６ヶ月の長期事前調整制度の確立、④既得権を侵害する職位格下げの撤回、⑤離職者対策法の内容充実、⑥本土並の特別給付金の支給、１９７０年１月２１日那覇市議会　なお、宛先は、高等弁務官、日本政府総理大臣、琉球政府行政主席、琉球立法院議長、衆参両院議員といたしたいと思います。






○議長（辺野喜英興君）


　　ただいまの説明に対し質疑に入ります。






○金城重正君


　　休憩して下さい。







○議長（辺野喜英興君）


　　休憩します。






（午后３時２５分　休憩）　　　　　

（午后３時４５分　再開）　　　　　










○議長（辺野喜英興君）


　休憩前に引き続き会議を開きます。






○喜舎場盛一君


　　提案者に質疑を行います。要請決議案の中に、国防予算の節減による基地合理化のための解雇であり、とうたつておりますが新聞紙上の情報にも、ワシントンの予算の削減によるもであるというふうにあります。しかし提案者はもつぱらそういう予算との関係ではなく、基地縮小とはまつたく関係がなく、というふうにいつておりますが、どういう見解に立つて基地縮小とはまつたく関係がないといつてるのかその辺をお伺いいたします。






○中村昌信君


　　お答えいたします。基地縮小とはまつたく関係がなく、もつぱらドル防衛のためだということをいつてるが、ということでございますが、実際に今度の沖繩における大量解雇によりその後の補償が全然なく、１２０ヵ所余りの基地を見ても以前と現在と変わりがないということと、さらにもう一つはマスコミもアメリカのドル防衛でこのような事態になつたんだと報じております。






○喜舎場盛一君


　　基地は縮小されてないとうたつておりますが、しからば軍事予算面において調査した結果がありますか。






○中村昌信君


　　そういう資料はもつておりません。








○喜舎場盛一君


　　これは提案者の間違いだと思います。確かに予算の関係で軍関係の職員が大量解雇されていると新聞も報じております。しかしこの解雇についてもつと善処してもらわなければならないということはわかりますが、この文案の中にあるように、基地縮小とはまつたく関係がないというようなことはあてはまらないんじやないかと思います。あと１点は事前の調整もないまま一方的にというふうにうたつてございますが、この事前の調整ということは解雇された本人個人と軍との調整ということであるのか、それとも全軍労組合との事前の調整ということであるのかその辺を一つ伺いたい。






○中村昌信君


　　調整との関係でございますが、やはり軍にも委員会というのがありまして常に団体交渉を相手にするのが四軍から出ております。個人を相手にするのではなくすべて団体交渉は全軍労とこの四軍代表者委員会とで行います。いわゆる個人ではなく全軍労との事前調整がなされてないということでございます。






○喜舎場盛一君


　　全軍労との調整は昨年の年末あたりから組合との団交の中で話し合いがあつたと思うんですが事前の調整は本当になかつたんですか。このように人員整理するというようなことも昨年末にいろいろ発表されたと思いますが。


　　　　　（「提案者が答弁しなければならないよ」というものあり）






○中村昌信君


　　国吉議員は私と同じ提案者ですから。






○社大（国吉　辰雄君）


　　本員は補足説明の形でお答えいたします。先程５番議員から基地縮小とはまつたく関係がないという文案になつてるけれどもその点はどうなつてるのかというお尋ねでございますが、このことは全沖繩軍労組合の代表と軍側を代表する四軍合同労働委員会との交渉の場でただ２５０万ドルの金がないということだけの理由を明確に打ち出しております。これはどういつた形の基地がなくなり、それに伴うどういつた職種の削減、基地の撤去ということとは関係なくあくまでも２５０万ドルの予算がないという理由でこの問題が惹起しております。もう一つは事前調整もないという文案だがということでございますが、事実は話し合いの段階で最初に４５６名を何日から人員整理すると発表しただけのことでありまして、本人に対して１ヵ月間の予告期間をおいて通告を行うということでありましてこれは事前調整ではありません。以上のことが基地縮小とはまつたく関係がなく、また事前調整もないままにということでございます。






○喜舎場盛一君


　　十分な予告期間もなしにとうたわれてますけれども布令１１６号によるところの解雇の予告期問に違反しているわけでございますか。






○社大（国吉辰雄君）


　　布令１１６号による解雇予告期間というものに対して違反ではございません。しかしこのような大量解雇に対してただ予算がないということだけで予告期間を１ヵ月だけにするのではなく本土並みの期間を設けろということであります。






○喜舎場盛一君


　　そうであるならばやはりそこの字句のところは布令１１６号の改正とかといつたことをうたつたほうがいいんじやないかと思います。またその後の補償もないままとうたわれておりますけれどもその後の補償というものはどういつたものをさしているのか。






○社大（国吉辰雄君）


　　その後の補償もないままにということは、これは非常に縮めた格好でありまして十分なる補償がないということでございます。たとえば退職金にしろ、あるいは人員整理に伴い特別給付金が新たに支給されてるのが本土の実例でございますので、そういつたのがないというのが、文案で縮めた形でのその後の捕償がないということであります。退職金制度はありますが額が少いということでございます。


　　　　　（「時間を延長いたします」というものあり）






○金城重正君


　　先程５番議員が指摘されましたが基地縮小とはまつたく関係がないということだが、それはどういうことかという質疑に対して提案者は、私が基地を調べた結果からすれば基地の縮小ではないんだというような答弁をしておりましたが、中村議員はどのようにして基地を調べたのかそれをまず答弁していただきたい。






○中村昌信君


　　どのようにして基地を調べたかということでございますが原水恊ならびに今回の全軍労のピケ現場を中心に調べてまいりました。






○金城重正君


　　提案するからにはやはり自分で調べて本当にそうであるのかどうかやるべきであつて、誰がこういつた、彼がこういつたからということではいけないと思います。そこで本員としては基地の縮小ということで人員の解雇が起つており、従つてわれわれからみれば基地縮小につながるものだと考えるわけでございます。そこでこの基地縮小とはまつたく関係がないという字句は今度の決議案に対して妥当でないと考えますけれども中村議員としてはその基地縮小と全く関係がないと考えられるのかどうかお答え願います。






○中村昌信君


　　いまさき１５番議員は、中村議員は他の人から閧いてこうやつたんだといつておりますが、先ほども申し上げたように原水協との調査、さらに第１波第２波のピケの段階で北は国頭から南はいわゆる親ケ原方面まで私はこの足で実際に見てきたわけです。そうしたら以前私たちが調査した段階の基地と、いまとは何ら変わらない。いわゆる縮小されていないということをはつきり申し上げておきます。そういうことでこの文面にもありますように基地の縮小とは全く関係がないと、そのとおりです。






○金城重正君


　　もう１点お尋ねいたします。現在の行政主席が今回の第１波第２波のストについて、軍の解雇に対しては撤回の要請をやらないといつてますがまた屋良主席も基地撤去という考え方でもつて去つた主席選挙にも臨んでまいりましたけれども私どもとしても基地は当然縮小されていかなければならない。そこでその中で派生する問題というのは当然軍に働いておる方々の解雇というのが考えられる。したがつて屋良主席は今回撤回要求決議を出しておる皆さん方が推した主席であるけれども、この屋良主席の言動と皆さま方が提案しておるところのこの撤回決議とははなはだ矛盾しておるやに本員は考えますけれども、中村議員は提案者としてどのようにお考えになつておるのか。これと関連いたしまして、その要請決議の中に一方的な都合によつて何らの準備期間も与えないで大量解雇をすることは、というようになつております。さらにそれに続きまして沖繩の経済を混乱させる結果になる。こういうように結んでおる。これは当然こういう基地の縮小というのが起こつてくるならばそこに必然的に派生する解雇というのが問題になる。そこに対しては前向きの姿勢で皆さん方が推せんする行政主席は当然やるべきだと思うがそれが何らなされていない。そこで屋良主席も再三、撤回はやらないというようなことを言うております。そういう問題と非常に矛盾するけれどもどういうようにお考えになるのかご答弁を願いたい。






○中村昌信君


　　１５番のご質問にお答えいたします。


　　屋良主席が撤回を要求しないということですが、私はまたこういうふうに承つております。いわゆる保証のない大量解雇に断固としてゆるされないということを要請しておるわけです。だから、１５番議員がおつしやるように主席は撤回要求はしないということではなくて私たちは他の面における撤回要請はしているとこのように承つております。さらに一方的な都合によつて何らの準備期間もなしにということについてですが、先ほど国吉議員からも話がありましたように今回のこの大量解雇に対してはいわゆるアメリカさんは６ヵ月以前の、いわゆる猶予期間を与えないで一方的にこの解雇通知をやつてきた。こういうことです。そういうことによつて沖繩の経済を混乱させるという結果になつてきているわけですが、５万の労働者が働いている中でこのように簡単に首を切られていつたならばこうした中からは相当の経済が混乱してくるとこういうことです。






○金城重正君


　　中村議員は、行政主席はそのような　考え方ではないんだというようなことをおつしやつておりますが、私どもが新聞紙上で何回となく承ることからしますというと撤回は要求しないということははつきり言つているわけです。けれどもそういう大量解雇をされるものに対する処置もそういうものは十分に該当させていく、いわゆる遡及しても該当させていく。さらに弁務官あたりの要請の中においてもこういう方々に対しては本土並にやつてもらいたい、これはわれわれはわかります。けれども撤回は要求しないということははつきりしております。そこら辺に皆さん方と、皆さんが推せんしておるところの行政主席とのいわゆる言動において非常に矛盾がある。そこでこの問題はいわゆる経済を混乱させた、沖繩の経済を混乱させるということですが、しかし経済を混乱させないようにこういう方向を考えていくのはだれであるのかそれをひとつご答弁願いたいと思います。






○社大（国吉辰雄君）


　　私から　答弁いたします。屋良主席は撤回要求はしないということを、新聞で報道されているということを皆さんおつしやいますけれども、生活保証の伴わないこのような人員整理は白紙に戻せ、つまり保留もやれということは　回と同様でございます。そういうことでただ単なる撤回じやいけない、生活保証を伴わない人員整理を白紙に戻せというのが主席の考えでございます。もう一つは、沖繩経済を混乱させるといつておりますけれども、政策上の問題よりも確かに現実の問題でありますけれども、３、４年前から基地労働者は基地縮小が必ず来るという前提のもとに、基地労働者の離職後の対策を十分やれということを声をからして政府に要求してますがなかなか実現をみてない。そこで屋良主席が誕生いたしまして、早速この基地労働者の離職者対策、臨時措置法が制定されまして、まだまだ内容については不十分ではあるけれども、一応窓をあけたというのは大きな成果であります。


　そこでこれから全県民が一体となつてこのことを十分にとらえながら経済の問題にも触れていつて、平和産業の誘致、こういつたものをこれから行なつていくということは、すでに政策上発表されていることであり、ただ単なるイデオロルギー的問題じやなくして、全県民的な立場で一体となつてこの開発に乗り出すべき時点だと、このように解釈しております。






○議長（辺野喜英興君）


　　質疑を打ち切り、討論に入ります。






○金城重正君


　　今回動議として出されました軍雇用者大量解雇の撤回に関する要請決議に反対する討論を行ないます。この件は当然起るであろうということが、出てきたまでの話しで、社大、人民、社会の方々は基地撤去を打ち出しまして主席選挙に臨みました。皆さん方が推したところの屋良主席が誕生しております。これはとりもなおさず基地撤去につながる産業の誘致をはかり、さらに雇用の拡大をはかる意味からいたしましても、本土政府と提携いたしましてその政策を前向きの姿勢で取り組むのが行政主席に課されましたところの県民への責務であると本員は考えております。にもかかわりませず現行政主席は、この起るであろうというような軍雇用者の問題につきまして、さらに本土に復帰するであろうという前提のもとに、当然なすべき問題が山積しておるわけでございますが、何一これらの問題に取り組んでなく、現在東京におきまして右往左往しているだけで、ただ県民に不安をあたえておるのは事実でございます。私どもは本土、佐藤総理によりまして、われわれの願望でありましたところの該抜き本土並みの返還がなし遂げられたことは、本土においてはもちろんのこと、去つた１２月の衆議院の選挙においても如実にそれが示されておるわけでございまして、われわれ沖繩県民といたしましてもこの成果というものは、大いに称讃すべきものだと本員は考えております。それに並行いたしまして、基地縮小に伴つて派生する軍雇用人の解雇事件が提起されることは、既定の事実であつたのでございましてしたがつて基地徹去を謳歌いたしましたところの主席は当然住民に責任を持つものとして、みずからその対策を立案するとともに、本土政府にその実状を訴えて解決すべき問題であります。みずから行政の責任者となつたからには責任を持つて県民の不安を取り除くのが主席の責務でございますしかしこれができないということに対して行政主席の行政能力を疑うものであります。現在離職者対策臨時措置法を主席としては十分適用して、そして離職者の対策を講じて、さらに本土に参りまして、これを本土並みにするように努力すべきのが主席の責務であるけれども、この打開策が現行政主席にはできない。このように社会不安を惹起させたのは、私は屋良行政主席の行政手腕の欠如によるものだと考えております。われわれ新政会といたしましては、今回提案されておりますところの基地徹去に伴うところの解雇撤回決議、これについては結論的に反対をするわけでございますこれは屋良行政主席も何回も解雇撤回をしないと言明をしております。これは革新共闘の皆さん方も推薦しました屋良主席の言動であります。であるならばこれを打開できないのは行政主席であり、その責任は免れないというように本員は考えております。われわれはこのように社会不安が派生し、それを解決できないのは、あくまでも現行政主席の責任であると考えます。かえつて、屋良行政主席退陣要求決議をやるべきだと、こういうように考えております。結論といたしまして、こういうストを奨励し社会不安を惹起させたのは、だれであるのか、これを私たちはだんがいすべきだと考えております。従いまして、今回出されておりますところの、この決議案に対しましては、私ども新政会といたしましては、反対をいたしまして結論にしたいと思います。以上反対討論を述べて反対の理由にしたいと思います。






○社大（国吉辰雄君）


　　本員はただいま日程になつている決議案第１号に対して賛成討論を行ないます。決議案の中に盛られているように、あくまでもドル防衛の予算削減が理由でこのように大量な人員整理、及び職位格下げを行なつているのは、少ない出費でより多くの基地機能維持の強化、が真のねらいであり、基地撤去または縮小が何ら伴つてないことは事実でございます。年末から１月５日にかけて1,200名にわたる人員整理が行なわれておることは、先ほども申し上げたとおり、あくまでも予算削減、ドル防衛の線をくずすことなく大量解雇に至つたことは、ただ単に基地労働者だけのものではなく、沖繩県民に負わされてきたアメリカの植民地政策の顕著なあらわれでございます。そして基地労働者は２５ヵ年間の間、軍側が一方的に発布する労働布令によつて労働基本権、基本的人権を奪われる中で劣悪な労働条件におかれて、今日までそれらを余儀なくされてきた。さらにこの大量首切りは７２年に向けてアメリカが沖繩を本土に返すということも含めて、早くいまのうちに施政権を握つている問に、いくらでも多く予算を削減しながら人員整理を行なつていこうという野望的なあり方の一つのあらわれでございます。このことはただ単に基地労働者だけでなく沖繩県民に加えられてきたアメリカの植民地政策の強化であり、あらわれであります。そこでこの決議案の内容で１５番議員が先ほどから屋良政権の誕生によつて、このようなことが起こり県民を不安に落とし入れている。さらに基地徹去を叫びながら解雇に反対しているということは革新政党として矛盾しておる、解雇撤回要求は矛盾しておるということを指摘しておりますけれども、本員としては革新政権誕生と同時に基地労働者の問題をまつ先に取り上げて、軍関係労働者の離職者対策法も早急に整備し、これからよりよく充実した内容をもつていこうというのが革新政権の一端であり、さらに今回行なわれている全軍労の、あの実力行使をいかにも奨励しているということを批判しておるようですが、先ほども申し上げましたとおり、やむにやまれない基地労働者があのような状態におかれたこと、いまこそほんとに総決算を行なうというのが、基地労働者を含めた沖繩県民の声ではなかろうかと私は指摘したいわけでございます。当然政党のイデオロギーを越えてこのようなことを支援するのが、沖繩県民をこれまで２５ヵ年間の間、苦しめてきたアメリカの政策を打ち破る、そして全県民一体となつて支援していくのが理の当然であるということを強く皆さんに訴えていきたいと思つております。


　なお、いま先１５番議員が重ねて強調しておりますけれども、本土政府は保守政権になつた、多数議席を得たと言いながら、アメリカに向かつては何らこのような要求をせずに、もつぱら琉球政府が責任を取れということは、はなはだ矛盾しているということをさらに指摘していきたい、なぜならば沖繩においては施政権者であるのはアメリカでございます。その施政権者の任務、義務を忘れて７２年返還が決つたということで、これを琉球政府に責任を転換するようなアメリカと共に結託したような言い分に対しては、やがては沖繩県民の大きな反撃を受けることをなお指摘していきたい。以上のようなこの基地労働者の今回の実力行使に対して、あくまでも生活保障の伴わない不当な人員整理は、全県民的な立場から撤回していく戦いを組むことがほんとに沖繩県民の解放の戦いであるということでございます。那覇市は沖繩の首都であり、いち早くこの問題を取り上げて、旆政権者であるアメリカに対して、強くこの撤回要請をすべき筋合いであるにもかかわらず、反対者が出たことに対しては、はなはだ遺憾だと思つております。本員はこの撤回に関する要請決議を全面的に指示し、賛成することを表明し賛成討論にかえます。






○議長（辺野喜英興君）


　　討論を終結いたします。決議案第１号、軍雇用者大量解雇の撤回に関する要請決議に対し賛成の方のご起立を願います。






○議長（辺野喜英興君）


　　多数であります。よつて本案は可決されました。


　　なお、あて先は内閣総理大臣、衆参両院議長、琉球列島高等弁務官、琉球政府行政主席、琉球政府立法院議長に送付することにいたします。






○議長（辺野喜英興君）


　　以上で本日の日程は全部終了いたしました。これにて１９７０年第１１８回那覇市議会臨時会を閉会いたします。






（午后４時３０分　閉会）　






～～～～～～～～～～～～～～










　　　上会議録を調整し署名する。






　　　　　　　１９７０年１月２７日







議長　　　　辺野喜英興　　㊞　　




署名議員　　玉城栄一　　　㊞　　




署名議員　　大浜長弘　　　㊞　　
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